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１．はじめに

2011 年の東日本大震災では、東北地方太平洋側

の河川堤防において多数の被害が発生した。この

うち、国土交通省東北地方整備局管内の大規模被

災箇所については、被災直後にボーリング調査や

開削調査等の詳細な調査が実施され、各被災箇所

の被災要因は早い段階で特定された。一方、中規

模被災箇所については被害が広い範囲で多発した

こともあり、1 年経過後の復旧段階にあっても被

災要因が特定できていない箇所が多かった。

本検討では、大規模被災箇所における被災要因

検討の際に得られた知見をもとに、中規模被災箇

所での被災要因推定手法を提案し、その後実施さ

れた中規模被災箇所での詳細調査の結果を用いて

本手法の検証等を行った。以下では、これらの検

討結果について述べる。

２．大規模被災箇所における被災要因の分析

「北上川等堤防復旧技術検討会報告書」1)では、河川堤

防の被災要因は、①堤体下部の閉封飽和域の液状化と②

基礎地盤の液状化、および③両者の複合の３タイプに区

分されている。

そこで本検討においては、閉封飽和域の液状化と基礎

地盤の液状化を対象として、被災要因との関連性が高い

と考えられる要件を抽出し、21 箇所の大規模被災箇所に

ついてそれぞれ該当する要件を整理した。整理結果を表

-1 に示す。

表-1 より、閉封飽和域液状化タイプの箇所では、「基礎

地盤の表層に粘性土層が分布する」、「堤体下部に砂質土

がある」、「堤体内に水位がある」の３つの要件をすべて

満足することが確認できた。
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微地形が谷地や低湿地，氾濫平野に分類される ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

基礎地盤の表層に粘性土層が分布する ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

堤体下部に砂質土がある ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

堤体内に水位がある ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

堤体に噴砂が確認されている ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

圧密沈下による堤体のめり込みがある ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

のり尻付近が浸潤化している ○ ○ ○ ○ ○

のり尻付近に湿地性の植生が認められる ○ ○ ○ ○ ○

洪水時に堤体漏水が発生したことがある ○

過去に繰返しオーバーレイ等の補修履歴がある

樋門・水門が近接している ○ ○

微地形が旧河道や自然堤防に分類される ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

Ｎ値30未満の砂質土層がGL-20m以内に分布する ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

基礎地盤浅部（GL-3m以浅）に砂質土層が分布する ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

地下水位がGL-3m以浅にある ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

今次地震時に堤防周辺で噴砂が確認されている ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

過去の地震時に堤防周辺で噴砂が確認されている ○ ○

洪水時に地盤漏水が発生したことがある ○ ○

遮水矢板が施されている

基
礎
地
盤
液
状
化
の
要
件

大規模被災箇所番号

要因タイプ（液状化タイプ） 堤体下部の閉封飽和域 基礎地盤 堤体と基礎地盤の複合

閉
封
飽
和
域
液
状
化
の
要
件

表-1 大規模被災箇所における該当要件一覧表
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一方、基礎地盤液状化タイプの箇所では、

「基礎地盤浅部（GL-3m 以浅）に砂質土層が

分布する」と「地下水位が GL-3m 以浅にある」

の２つの要件をともに満足することが確認で

きた。

３．被災要因の推定手法の検討

中規模被災箇所では、大規模被災箇所での

詳細調査が優先されたこともあって、限られ

た情報をもとに被災要因を推定する必要があ

った。そのため、上述した５つの要件を組み

合わせた要因推定手法について検討した。図

-2 に作成した被災要因の推定フローを示す。

推定フローの有効性を確認するために、大

規模被災箇所へ適用したところ、全 21 箇所に

おいて詳細調査により明らかにされた被災要

因と合致した。

中規模被災箇所の被災要因の推定に当たっ

ては、河川別に作成されている既往の地質縦

断図や、周辺で実施されている既往のボーリ

ング調査結果を参考にした。推定結果を表-2

に示す。表中にはその後に実施されたボーリ

ング等の詳細調査によって特定された被災要

因も併せて示しており、両者はほぼ合致する

ことが確認できた。

また、「北上川等堤防復旧技術検討会報告

書」においては、被災要因によって特徴的な

変形形態を示すことが指摘されており、たと

えば閉封飽和域の液状化を要因とする箇所で

は、のり面下部のはらみ出しがみられること

が特徴の一つとされている。表-2 には、各被

災箇所における代表断面の変形形態から判定

した「のり面のはらみ出し」の有無を記載し

ているが、閉封飽和域の液状化タイプと推定

された箇所はいずれも「のり面のはらみ出し」

が確認されており、変形形態の特徴からも推

定結果が裏付けられることがわかった。
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フローに
よる推定

詳細調査

旧北上川 右岸 19.0k付近
基礎地盤

の液状化

基礎地盤

の液状化
○

・堤体は粘性土。

・基礎地盤の表層部は厚さ3m以

下の粘性土、その下位に緩い砂

質土層が分布。

無し

旧北上川 右岸 19.9k付近
基礎地盤

の液状化

基礎地盤

の液状化
○

・堤体のめり込みはみられない。

・基礎地盤の表層部は厚さ3m以

下の粘性土、その下位に緩い砂

質土層が分布。

無し

鳴瀬川 右岸 15.1k付近
基礎地盤

の液状化

基礎地盤

の液状化
○

・堤体は砂質土で、めり込み顕

著。

・基礎地盤の表層部は厚さ3m以

下の粘性土。その下位に緩い砂

質土層が分布。

無し

鳴瀬川 右岸 15.7k付近
基礎地盤

の液状化
複合 △

・堤体は砂質土。

・基礎地盤の表層部は砂質土と

粘性土の互層状態。
無し

鳴瀬川 左岸 17.8k付近
基礎地盤

の液状化

基礎地盤

の液状化
○

・堤体は粘性土。

・基礎地盤の表層部は厚さ3m以

下の粘性土、その下位に緩い砂

質土層が分布。

無し

吉田川 右岸 15.9k付近
基礎地盤

の液状化

基礎地盤

の液状化
○

・堤体は中間土。

・基礎地盤の表層部は緩い砂質

土。
無し

江合川 左岸 18.9k付近
閉封飽和域

の液状化
複合 △

・堤体は砂質土。

・基礎地盤の表層部は厚さ1m程

度の粘性土。その下位に緩い砂

質土が分布。

有り

江合川 右岸 19.5k付近 複合 複合 ○

・堤体は砂質土。

・基礎地盤の表層部は厚さ3m以

下の粘性土。その下位に緩い砂

質土層が分布。

有り

江合川 右岸 24.0k付近
閉封飽和域

の液状化

閉封飽和域

の液状化
○

・堤体は砂質土。

・基礎地盤の表層部は厚さ3m以

上の粘性土。
有り

江合川 右岸 30.3k付近
閉封飽和域

の液状化

閉封飽和域

の液状化
○

・堤体は砂質土。

・基礎地盤の表層部は厚さ1m程

度の砂質土。その下位は厚さ3m

以上の粘性土層が分布。

有り

のり面の
はらみ出し

検証結果 代表箇所の地質概要河川名 被災位置

被災要因

凡例 ○：フローによる推定結果と詳細調査結果が一致

△：両者がほぼ一致

表-2 中規模被災箇所における被災要因推定の検証結果

３ｍ以上

閉封飽和域堤体
（砂質土）

粘性土層

砂質土層

①閉封飽和域液状化タイプ
②基礎地盤の液状化タイプ ③複合タイプ

堤体

砂質土層

３ｍ以下

閉封飽和域堤体
（砂質土）

粘性土層

砂質土層

３ｍ以下

START

堤体下部に
砂質土が
あるか？

①堤体下部の
閉封飽和域の

液状化

②基礎地盤の
液状化

③ ①と②の
複合

堤体内に
水位が
あるか？

３パターンに
該当せず

NO

基礎地盤浅部
（GL-3m以浅）に
砂質土層が
分布するか？

YES

YES

NO

地下水位が
GL-3m以浅に

あるか？

基礎地盤表層に
粘性土層が
分布するか？

YES

堤体下部に
砂質土が
あるか？

堤体内に
水位が
あるか？

YES

YES

YES

NO

NO

NO

YES

NO

NO

図-1 被災要因の推定フロー
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